
振　分 質　問 回　答

議運
雇用創生（一日8000円程増えている）、個人意見として、市が立て替えたのち

に協議会に請求すれば良いのではないか。

ご意見として承ります。

議運
雇用創生協議会問題が議会の中でなぜ議論にならないのか 「委託金の返済に税金を使うことはしない。」との市長答弁があるので議

会として議論になっていません。

議運

雇用創生協議会に宍粟市として参加するときに議会の承認が必要だったのでは

ないのか。参加することに議会は何も意見を述べられないのか。市長の立場で

参加している以上、議会にも責任があるのではないか。

市の政策決定については、議会の承認は必要ない事案です。参加表明後に

総務経済常任委員会の場で、運営について意見などはさせていただいてい

ます。

議運
雇用創生協議会が解散してしまったら市に請求してくるのではないか。市が払

うことはないと考えるのはおかしいのではないか。

「委託金の返済に税金を使うことはしない。」と市長は答弁しています。

議運 雇用創生協議会問題も解決できなくて新病院建設なんてできないのでは。 ご意見として承ります。

議運

いつも議会報告会で「議論をする」と言われるが、議論の中味が見えてこな

い。賛成、反対の議員の数が変わらない。どんな議論をしているのか見えてこ

ない。市民は諦めになっている。

ご意見として承ります。

議運
議会基本条例に議員の役割として市民に説明すると書かれている。だから、議

長からもそれは促してもいいのではないか。

ご意見として承ります。

議運
宍粟市議会で、過去否決になった案件はあるのか。 過去に否決された案件もありますし、提出議案に対し修正案を示し可決し

た案件もあります。

議運 議員が市への政策提言を十分されているか 政策提言は議会、委員会、議員でそれぞれが行っております。

議運
建設費１２4億、１５６億、１９８億と膨れ上がっているが、青天井なのか。

議会は容認していくつもりですか。

青天井は容認できないと考えます。

議運

議会として、今後どのように取り組んでいくか。議員がしっかり協議して、持

続可能な病院にしてほしい。市長は「議員は市民の意見をしっかり聞いて議会

に反映してほしい」とおっしゃった。

議会としては文教民生常任委員会を中心に協議を重ねています。

議運
病院のことで、チラシ等で何も意見表明されていない議員さんはどういう風に

考えているのか分からない。

各議員の考え方は、個々の議員の責任で説明していくものと考えます。

議運
議会内での対立ではなく、歩調を合わせて考え検討して頂きたい。 ご意見として承ります。

議運

自治基本条例第３３条は危機管理、１３条は市政情報の管理ですが、情報を

もっと分かりやすく説明をできないのか（特に病院の説明で誰が聞いてもわか

りやすく）

ご意見として承りまわり申し伝えます。
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議運 宍粟市市議会議員定数は今後も見直しをしていくのか。 当然、課題としていきます。

議運 議員定数見直しの協議の結果は。 現状維持で決定しました。

議運
議員定数16人必要ないのでは。16人がみんな力出したらもっと素晴らしい議会

になると思うが、今はそれができてないのでは。

ご意見として承ります。

議運

議員定数について、定数を減らせば民意を汲み上げられない。それより歳費を

減らすべきではないかと思う。反対に定数を増やすべきではないかと考える。

ご意見として承ります。

広報 議員報告会にすべての議員さんに参加してほしい。 今後の議会報告会運営要綱内での全員参加を検討していきます。

広報
広報広聴　議会報告会の在り方（内容・参加周知・参加議員等）を考えて頂き

たい。

今後の議会報告会運営要綱内で意見交換などの内容・周知・参加者などを

検討していきます。

文教
新病院までのアクセスはどうなったのか。 山崎営業所で乗り換えをすることなく病院へ向かうバス（路線）の計画が

検討されています。

文教
医者の確保はできると副院長は言われているが、皆さんそのような認識か?

医者の確保が一番の問題だと思うが。

常勤医も含め、医者（医師）の確保に努められていると聞いています。

文教 新病院整備事業で、建設場所はハザードマップ上問題ではないのか。 県の示すハザードマップに対応した建設計画となっています。

文教
新病院が、仮に浸水したとして2階以上でしっかりと診療体制が整うのか。 新病院城下平野が浸水しないよう国県でも整備が進められており、災害に

よる診療への影響は最小限とする計画になっています。

文教
新病院について、事業費を削減するために免震から耐震に変更したのはなぜ

か。

市民の求める事業費削減のために再設計され、建築基準法の1.5倍の強度の

耐震設計が考えられています。

文教 新病院整備建設で、耐震・免震についてもっと協議をしてもらいたい。 引き続き協議を行います。

文教
新病院建設で免震構造に出来ないのか。耐震構造で大丈夫と言われても信用で

きない。議員の方はどこまで危機感をもっておられるのか。

免震と耐震の違いなどを調査し、危機的な状況にならない設計に努められ

ています。

文教
新病院整備事業の収支シュミレーションを外部専門家に検証してもらいたい。 県やアドバイザーの意見を聞いており、改めての予定はありません。

文教
新病院整備事業の収支シュミレーションを第三者を入れて検証してもらいた

い。

県やアドバイザーの意見を聞いており、改めての予定はありません。

文教
新病院整備事業の収支シュミレーションの賞与引当金の考え方で、16ヶ月計算

は問題ではないか。

問題ないと捉えていますが、１２か月計算もされています。
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文教

新病院の収支シミュレーションについて、「税理士の先生が非常に心配であ

る」と、伺っています。収支シミュレーションを理解するのは難しい。本当に

大丈夫なのか。議員の皆さんは理解されていますか。専門の方を招いて理解し

てほしい。他の病院は複数のシミュレーションを比較検討している。

病院経営が破綻するようなことが無いように運営してほしいとは市民全体

の思いです。

文教
新病院整備事業収支シュミレーションを、スケジュールを決めて検討して進め

て頂きたい。

収支シミュレーションも含め新病院整備事業について、所管の文教民生常

任委員会で、可能な限り詰めて協議をしています。

文教

開院時に約21億円の現金保有があると言うが、病院建設に10.7億円頭金出すの

なら10億しか残らないのではないか。

病院建設当初のシミュレーションは、病院建設に10.7億円の頭金を支出し

ても、開院時に21億円あるというシミュレーションでしたが、その後、人

件費アップや外来患者数の見直しにより、現在では14億500万円の見込み

に修正されています。

文教
開院10年後の現金預金が17億円残るとあるが、この中に賞与引当金の計算は

入っていないのではないか。

常任委員会で議論を行っています。

文教 賞与引当金を経費として二重計上している。あり得ないことをしている。 常任委員会で議論を行っています。

文教

新病院整備事業に関する市民説明会の参加状況をお知らせください。 7月22日から8月2日にかけて開催された市民説明会には延べ394人の市民参

加がありました。

山崎南中学校区 61人

一宮南中学校区 40人

波賀中学校区 50人

一宮北中学校区 39人

千種中学校区 52人

山崎東中学校区 59人

山崎西中学校区 93人

文教
新病院建設はどの辺まで進んでいるのか。 基本協定書合意金額が160億6000万円となり、現在実施設計の作業が進め

られています。

文教
新病院について、集客できる病院にするべく３次救急まで対応してはどうか。 兵庫県の医療構想により宍粟総合病院は特定中核病院として２次救急に位

置付けられています。

文教
新病院にヘリポートを作って頂きたい。 中国自動車道の山崎インターチェンジにあるヘリポートの利用が継続され

ます。

文教

155億円が198億円になった。200億円を超えるのは間違いないだろう。議員は

どれだけ高くなっても建ててもいいという感覚なのか。そのことをきちっと市

民に説明する議員が何人いるか。

市は医療に必要なものは削らずに、建設におけるコストを抑制をしてい

る。議会の中では、計画見直しの意見もあるが、市の考え方を支持する方

が多数です。
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文教
新病院建設は最終的にいつ計画が決定されるのか。来年市長や議員が替わった

りしても、もう変わらないのか。

市長が中止を決めれば計画は止まるのかもしれませんが、かなりの損害が

発生することで市民に負担を強いることが考えられます。

文教
新病院応援プロジェクトは、議員が中心でやっているのか。 地域医療に尽力されている医師や病院を応援するために、市民が中心とな

り立ち上げられたプロジェクトです。

文教

一般廃棄物処理計画について、事業所のごみはバッカンで、何でも捨ててい

る。手作業で分別していたら人件費がかかるので、事業所のごみもある程度分

別する方が良いのではないか。

事業所のバッカンに捨てた物の分別は、その事業所の金銭的負担により処

理事業者で行われています。

文教
不登校について、教室への橋渡しだけでなく多様な選択があるのか。人の連携

や市からの情報の共有はできているのか。

教育支援センター、学校、学校のサポートチーム等専門家によりフォロー

されており、文教民生常任委員会で協議しています。

文教
宍粟市の学校給食費を無償に。 質の高い宍粟市の給食を維持するため保護者の理解を得た上で給食費を徴

収していることについて、やむを得ないと考えています。

総務
国道429号線の志引トンネルの整備を是非進めて欲しい。 兵庫県の社会基盤整備プログラムに掲載されているほか、改良促進協議会

で要望活動を行っています。

総務 宍粟市の太陽光パネル設置の条例はどの様になっているのか。 宍粟市太陽光発電施設設置事業に関する条例が制定されています。

総務

山や田んぼへ希望としては、太陽光パネルの設置はやめて欲しい。 市として設置をとめる権限はないが、宍粟市太陽光発電施設設置事業に関

する条例の中で「土地の所有者の責務として、災害の発生を助長し、又は

良好な自然環境若しくは生活環境を損なうおそれのある設置者等に対し

て、当該土地を使用させることのないように努めてください」と規定して

います。

総務

旧山崎幼稚園の財産譲渡について内容を教えて下さい。 宍粟まちづくり株式会社，及び山崎幼稚園旧園舎活用プロジェクトの企

画・運営者山崎中心市街地活性化委員会に土地を除く建造物等を現状有姿

のまま無償譲渡するものです。

総務

しそう山崎観光駐車場について、お聞かせください。普段は、近くの方が使わ

れていると思いますが、駐車場の賃貸料はいくらなのかお聞かせください

令和４～５年・・・2,247千円

令和６～８年・・・2,118千円

金額については、３年に１回見直しを行っています。

総務

しそう山崎観光駐車場のフェンスが財政の厳しい中で、何故、瓦屋根のデザイ

ンなのかお聞かせください。

宍粟市の歴史や文化を反映し、周辺の街並みや観光資源と調和させるため

に、伝統的な瓦屋根のデザインが採用されています。

防犯上、高さを低く設定しました。
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総務

シソラミチ（山崎インター歩行者通路）の審議で、議会からどの様な質疑が

あったのか、お聞かせください。

なぜ必要なのかとの質疑があったが、女性活躍プロジェクトの施策で

女性視点で薄暗い環境と宍粟市の玄関口として明るいイメージを持たせた

いとの回答でした。

総務

宍粟市の財政が厳しい状況であるのに、何故、議員報酬のアップが可決された

のか。

議員報酬のアップではないが、人事院勧告による期末手当の改定が提案さ

れ可決されたが議会からは任期中は据え置きの修正案を提出し可決されま

した。

議員報酬に関しては、宍粟市は近隣市に比べ一番低く設定されています。

総務

宍粟市一人当たりの地方債残高をお知らせ下さい。 R5年度末で、一般会計77.8万円　特別、企業会計を入れて、1,36.2万円R6

年度末で、一般会計74.7万円　特別、企業会計を入れて、1,29.2万円毎年

少しずつ減少しています。

総務

新病院整備 市民説明会の記録動画を残していただきたい（youtubeなど）。参

加できない場合、後で確認したいため。

これまでも、そのような意見を聞いています。しかし、説明会等に参加さ

れて質問される方の中には、動画撮影されるのなら質問したり参加を見送

りたいと言われる方もおられるので、今のところ行っていませんが、今後

も検討していきます。

総務

新病院事業説明会の参加人数は、市民の約1％しか参加されていないが考え方を

伺う。

周知不足だと考えます。

今後の対応としては、より幅広い市民の意見を集めるために、周知方法の

見直し、オンライン配信の活用、説明会の時間帯の工夫などの方法の検討

が必要だと考えています。

総務

森林セラピーの計画はどうなっているのか。 観光協会が窓口で森林セラピーが行われている。宍粟市癒しの森ガイドの

会に30～40名の方が登録されていて、ローテーションでガイドをされてい

ます。R６年度は60回行われました。今後も森林セラピーの周知に努めて

いきます。

総務

昨年の議会報告会での質問ですが、災害時の備蓄品が、どこに何があるのかわ

かるようにしてほしい。その後どうなっていますか。

山崎町域では、宍粟防災センター。一宮町・波賀町・千種町は、各市民協

働センターに備蓄品を常備しています。非常食としてアルファ化米や水な

どを常備しています。

総務
引原ダム決壊すればどうなるのか。 被害状況に関しては、想像できないですが、引原ダム再生建設工事が早期

に行われることを期待しています。

総務

Ｊ-クレジットとは具体的に教えて下さい。 Ｊ-クレジットとは、国が認証する「CO₂削減量」の証明書のことです。企

業や自治体が、省エネや再生可能エネルギーの導入などでCO₂を減らした

実績を「クレジット（証明）」として売買できます。これにより、環境対

策を進めながら地域の収益にもつなげられる仕組みです。
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